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2011 年 3 月 11 日に起こった東京電力福島第一原子力発電所の事故は、2万人近い死者・行方不明を
出した東日本大震災と同時に起こったため、非常に大きな事故という印象を与えているが、放射能に
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１．福島第一原発事故の概観 
 














3 月 11 日 14 時 46 分に発生した最初の地震（マグニチュード 9.0）の際、運転中の福島第一原発 1
～3 号機では、制御棒を挿入して自動的に停止することに成功した（4～6 号機は定期検査のため停止
中）。しかし、地震の影響で、送電線の鉄塔が倒壊し、外部からの電気供給が停止した（外部電源喪












京電力は、水蒸気を外へ排出して圧力を下げるベントという作業を実施した（1 号機は 12 日午前、2
号機は 13 日午前、3号機は 13 日午前と 14 日早朝）。このとき、格納容器内の放射性物質も飛散した。 
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さらに、燃料棒の表面にあるジルコニウムと水蒸気が反応してできた水素が、原子炉建屋内に漏れ
て、天井に充満し、酸素と反応して、水素爆発が発生、原子炉建屋が損壊した（1 号機は 12 日午後、














っていく。2010 年の時点で、中国の原子力発電の設備容量はようやく 1082 万 kW という大台に達し、
5000 万 kW を超えた日本の 5 分の 1の規模に過ぎなかった。 
しかし、2008 年の国際金融危機への対策として、中国政府は 4兆元にのぼる大型景気対策を打ち出
した。その中で、原子力発電所の建設を加速させる方針に切り替え、具体的には 2020 年までに原子力
発電の設備容量を現在の 7 倍に相当する 7000 万 kW に増やし、さらに、現在総発電量(768 億 kWh、2010
年)のわずか2%に過ぎない原子力発電量の達成目標を2020年までに総発電量の7~8%に引き上げていき、
向こう 10 年未満の間に 3~4 倍増を実現するという野心的な計画を打ち出している。2011 年 3 月に起
きた福島第 1 原発事故が起きた後も、現時点までこの計画の変更は表明されていない。 
中国では、2012 年現在、運転中の原子炉は 14 基、米、仏、日、露に次ぐ世界第 5 位である。その
一方で、建設中の原子炉は 25 基にのぼり、これは全世界の建設中の原子炉の約 40%に相当する規模で
ある。さらに、政府に承認を受けた計画中の原子炉は 51 基、こちらも世界一の規模である。運転中・
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１、中国における原子力利用の時期区分 
 










第 1期 軍事利用中心の自主開発期:1955 年~1971 年  
第 2 期 平和利用転換期:1972 年~1993 年  
第 3 期 原発基盤確立期:1994 年~2006 年  
第 4 期 原発開発加速期:2007 年~現在 
 
以下、この 4 つの時期区分の理由および重要な出来事の概要について解説する。 
 
２、第 1期 軍事利用中心の自主開発期:1955 年~1971 年 
 











任)とする「中央専門委員会」(中央専委)が発足し、委員は副首相 7 人、部長(大臣)7 人から構成され
































                                                          
1王喜元『従核弾到核電:核能中国』、中国科学技術大学出版社、2009 年 pp.65-67、 
2 同上 
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およそ 1958 年頃から、一連の核燃料サイクル関連の鉱山や施設が相次いで着工した。ウラン鉱山に
ついては、湖南省の郴州、大浦に 2 ヵ所、江西省上饒に 1 ヵ所あり、ウラン製錬については、湖南省









３、第 2期 平和利用転換期:1972 年~1993 年  
 
1971 年 3 月から 4 月にかけて、名古屋で開催された第 31 回世界卓球選手権大会を舞台に始まった
いわゆる「ピンポン外交」は、その後、中国とアメリカの関係改善につながり、同年のキッシンジャ
















                                                          
3王喜元、前掲書、pp.58-61。 











その後、1981 年に原子力発電開発計画(秦山 I期)が国に承認され、1982 年に全国人 民代表大会(全




ところが、1979 年のアメリカのスリーマイル島原発事故や 1986 年の旧ソ連のチェルノブイリ原発
事故、およびアメリカの対中原子力設備禁輸制裁等の影響を受けて、原子力発電の開発計画が遅れた。
結局、秦山 I期原子力発電所(Qin Shan、浙江省海塩県)は 1985 年 3 月に着工、1991 年 12 月に秦山 I-1
号機(PWR6、CNP300、30 万 kW)が初送電、1994 年 4 月に営業運転を開始した。これが中国初の原子力





1978 年 12 月初め、当時の鄧小平副首相がフランス政府代表団と会見した際に、同国から原子炉 2 基
を輸入したいと表明したことである5。4年後の 1982 年 12 月に中国政府(国務院)はようやく大亜湾原
子力発電所(PWR、98 万 kW×2 基)の建設を正式に承認した。秦山 I 期原発が国産炉の代表になってい
るのに対して、大亜湾原発は中国 2番目の原子力発電所として導入炉の象徴的な存在になっている。 
 
1987 年から 1988 年にかけて大亜湾 I-1 号機、2 号機が相次いで着工、それぞれ 1994 年の 2 月と 5
月に営業運転を開始した。その電力の 7割は香港へ供給され、香港全体の消費 電力の約 4分の 1をカ
                                                          
4『原子力年鑑 2001-2002』pp.280-281、日本原子力産業会議。 
5李鵬『起歩到発展 李鵬核電日記』上、p.21、p.111、新華出版社。 








中央政府直系の国有企業として中国核工業総公司(CNNC:China National Nuclear Corporation、中核)
へ改組された。 
 
1994 年 9 月、CNNC と広東省政府が 45%ずつ出資し、残りの 10%を中央政府の電力工業部が出資する
形で、2番目の原子力事業会社である中国広東核電集団公司(CGNPC: China Guangdong Nuclear Power 
Corporation、中広核)が設立された。今日でもこの 2 事業者体制が続いており、建設中の原子力発電













５、第４期 原発開発加速期（2007 年〜現在） 
 
2007 年を第 4 期の起点にした最大の理由の 1 つは、同年 11 月に中国の原子力発電開発の拠り所と
なっている「原子力発電中長期発展計画(2005~2020 年)」が公表されたことである。この計画の中で
は、2020 年までに運転中の原子力発電の設備容量を 4000 万 kW に拡大するとともに、建設段階にある
                                                          
6北京凱博信諮詢『2010 年‐2013 年 我国核電行業深度調査及発展分析報告』、pp.31-32。 
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原子力発電所の設備容量を2020年時点で1800万kWにするという具体的な数値目標が掲げられていた。




それに連動する形で、原子力開発の基本方針も変化していった。中期経済発展計画である第 10 次 5
ヵ年計画(2001 年~2005 年)の中では、原子力開発の基本方針を「適度発展」(適度な発展)と定めてい
たが、次の第 11 次 5ヵ年計画(2006 年~2010 年)の中では「積極推進」(積極的な推進)へと変わり、第
12 次 5ヵ年計画(2011 年~2015 年)になると、「加速発展」(加速的な発展)へと一気にヒートアップし
てきた7。 
 
また、2007 年 4 月、国家発展改革委員会は 2010 年に向けての「エネルギー発展第 11 次 5ヵ年計画」
(能源発展十一五規画)を発表した。その中で、重点 5大プロジェクトとして、1エネルギー基地建設、
2 エネルギー輸送、3 石油代替エネルギー、4 再生可能エネルギーの産業化、5 新農村エネルギーを挙
げ、特に 1の中で原子力発電基地建設の加速が挙げられた。8 
 
同計画の重点開発先進応用技術には 100 万 kW 級大型先進加圧水型原子力発電技術が、同計画の重点
フロンティア技術としては、高温ガス炉、高速増殖炉、核融合が取り上げられている。日本でも話題
になっている高速増殖炉(FBR)に関しては、中国原子能科学研究院(CIAE)がロシアの協力のもとに開発
を進めてきた高速増殖実験炉(CEFR、2.34 万 kWe)は、2010 年 7 月に臨界試験に成功した。さらに、CIAE
は 2020 年に原型炉(CPFR)、2025 年に実証炉(CDFR)の運転開始を計画していた。 
ところが、CIAE は 2008 年 10 月、原型炉と実証炉の開発を止め、ロシアから実証炉(BN-800)を導入す








                                                          
7中国能源経済研究院『中国新能源和可再生能源政策法規汇編(1986‐2011)』経済管理 出版社、2011 年、pp.147-148。 
8 原子力委員会編『平成 19 年版 原子力白書』、p.211。 
9原子力委員会編『平成 19 年版 原子力白書』、p.211。 
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ところが、2008 年に起きた国際金融危機はこれらの計画を一変させてしまった。同年 11 月に、中
国政府は総額 4 兆元(約 56 兆円)の大型景気対策を打ち出し、そのうち、生態環境への投資は 3500 億
元、交通(主に高速鉄道関連)・エネルギーインフラへの投資は 1兆 8000 億元、合計 2 兆 1500 億元(約
30 兆円)にのぼり、2年間の中国の環境・エネルギー関連投資は全体の 54%も占めていた。 
 
その柱の一つとして、2020 年に原子力発電設備容量 4000 万 kW という従来の計画を変更し、計画を
75%上回る 7000 万 kW に引き上げること、同様に総発電量に占める原子力発電の割合を従来の目標の
4%から 7~8%に引き上げることが決定された。また、中国政府はエネルギー消費に占める原子力発電を












年に着工、1991 年 12 月 15 日に発電を開始しました。投資総額 12 億元（約 151 億 4700 万円）で、設


































































































存した電源構成のままでは CO2 を多く排出してしまう。CO2 の排出量という点から言えば、一説には、
石炭火力発電は原子力発電の 39 倍に達するともいわれている 34。このエネルギー構造を転換しなけ
れば CO2 排出には歯止めがかからないため、原子力を発展させたいというのが政府の発想であった。
原子力発電の拡大に CO2 削減の打開策を見つけ出そうとするという点では、日中政府は共通していた。 
 
実のところ、福島第 1 原発事故が起きた 3 月中旬、中国ではちょうど国会に当たる全人代の開催期
間中であったため、2011 年から始まる「第 12 次 5 ヵ年計画」が国会承認されたばかりであった。同
計画はエネルギー消費と CO2 削減に関する拘束性のある数値目標を掲げた。具体的には、2015 年まで
に非化石エネルギーが 1次エネルギー消費に占める割合が 11.4%(3.1%増)、GDP 原単位当たりのエネル
ギー消費の低下率が16%、GDP原単位当たりのCO2排出量の低下率が17%といった内容が含まれていた。 
                                                          
10 新華網、2011 年 3 月 16 日 
11前掲『我国核電行業深度調査及発展分析報告』、p.106。 







2011 年の福島第 1 原発事故が起きた後も、中国では、この計画の変更など特に表明されていない。
当面は、2011 年までの 3 年間で沿海部と内陸部を含めた 8 箇所に 16 基の原発を新規に整備する方針
である。例えば、2008 年 10 月から 2009 年 3 月までのわずか半年の間に、中国国務院(内閣に相当)は
4回にわたって 5つの原子力発電所、16 基の原子炉、計 1600 万 kW の建設許可を出したほどであった。 
 
2011 年末の時点で、中国における運転中の原子炉の基数は 14 基、出力 1188 万 kW;建設中の基数は
25 基、出力は 2763 万 kW;さらに、計画中で政府に建設が許可された原子炉の基数は 51 基、出力は 5891
万 kW に達する。三者を合計すると、ちょうど 90 基、9842 万 kW になる。 
 
これがおよそ 2020 年までの中国における原子力発電の規模になるだろう。2011 年現在、世界トッ







































きるのだ。福島原発の第１号の発電機が稼働を始めたのは 1970 年のことだ。耐用年数は 40 年。した
がって、理論上は 2010 年に期限を迎え、葉色処分となっていたはずの施設なのだ。しかし、これまで








                                                          
12 産経新聞、2011 年 5 月 11 日 






















温家宝総理が発表した「政府活動報告」では、非化石エネルギーの比重を第 12 次 5 カ年計画
(2011-2015 年、十二五)期間中に 1.4％、2020 年までにさらに 15％まで高めることが打ち出された。
原子力エネルギーは今後新エネルギーとして発展を加速し、大規模に普及していく必要がある。現在
の状況をみると、中国で運転中の原子力発電所は現在 11 基、設備容量は 910 万キロワット。発展改革
委員会が認可した 11 の原発事業 28 基のうち、すでに 24 基が着工。中国は建設中の原発規模が世界一





                                                          
13 人民日報、2011 年 8 月 2 日 
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められなかったという。しかし、近年の原発の発展状況から原子力基本法制定の必要性が再認識され、










中国は 20 年までに原子力発電能力を 80 ギガワットにする目標を掲げていたが、この方針転換によ
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昨年はドイツとスイスが原発の段階的な廃止を決定。アメリカでも原発建設計画の資金調達と認可
が一段と難しくなった。主要国中、最も原発への依存度が高いフランスでさえ、再生可能エネルギー
の割合を増やしていく意向を表明している。このように先進国では原発の将来に明るい展望が見込め
ないため、国際的な原子力関連企業がビジネスチャンスを求めて途上国（特に中国）に目を向ける可
能性もある。 
 
原子炉運転の経験がほとんどない途上国や、テロが懸念される地域の周辺国、最新技術を輸入でき
る資金力がない国に原発が増えたらどうなるか。途上国地域で大規模な原発事故の発生リスクが高ま
ることになる。 
